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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次  
第59期

第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結
会計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第59期

会計期間  

自　平成20年
７月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
７月１日

至　平成21年
６月30日

売上高 (百万円) 20,848 18,488 11,207 9,588 38,013

経常利益 (百万円) 197 240 168 222 312

四半期(当期）純利益 (百万円) 71 130 74 151 226

純資産額 (百万円) － － 5,330 5,323 5,332

総資産額 (百万円) － － 25,597 24,529 23,429

１株当たり純資産額 (円) － － 558.22 571.12 563.88

１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) 8.20 14.96 8.50 17.37 25.93

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 19.03 20.08 21.00

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 269 1,095 － － 741

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △338 △96 － － △519

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 243 △203 － － △505

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) － － 1,331 1,671 876

従業員数 (人) － － 805 794 815

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 794（185）

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託者、パートタイマー、アルバイト、日雇者、臨時社員等を含む。）は、当

第２四半期連結会計期間の平均人員を（外書）で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 304（162）

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（嘱託者、パートタイマー、アルバイト、日雇者、臨時社員等を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員

を（外書）で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

建設資材事業 1,213 82.7

その他事業（食品加工業） 142 139.3

合計 1,356 86.3

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（百万円)
前年同四半期比
（％）

建設資材事業

（生コンクリート・圧送）
521 80.0 468 82.6

建設資材事業

（コンクリート二次製品）
1,363 102.2 1,358 122.7

合計 1,885  94.9 1,827 109.1

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高（百万円） 前年同四半期比（％）

建設資材事業 1,040 91.2

電設資材事業 3,857 75.6

石油・オート事業 1,373 106.2

不動産事業 42 288.6

その他事業 281 88.7

合計 6,596 83.8

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

建設資材事業 2,340 83.7

電設資材事業 4,389 77.6

石油・オート事業 1,574 95.7

請負工事事業 420 174.3

不動産事業 104 115.4

その他事業 758 97.1

合計 9,588 85.5

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当第２四半期連結会計期間において、総販売実績の10％以上を占める販売先に該当するものはありません。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア地域を中心とする海外経済の回復を背景に、大手製造業の輸出

増加を受け、生産活動も持ち直してきておりますが、雇用や設備投資への波及は限定的であります。また、個人消費は、エコ

ポイントやエコカー減税の効果で一部に持ち直しが見られるものの、雇用所得が減少するなど所得への不安から総じて低

迷が続いております。

　当社グループの主体である建設業界においては、景気対策としての補正予算による公共工事の増加効果はあるものの、企

業の設備投資抑制や住宅投資の減少により民間建設受注の落ち込みが続いております。

　一方、海外事業を展開している中国経済は、ＧＤＰも前年同期比を大きく上回って、景気回復が鮮明になり、拠点展開して

いる山東省は、欧米向け輸出減少をアジア方面でカバーしています。自動車、家電品の販売も伸び、マンション価格も値上

がりし建設が盛んで、新幹線工事も多く、生コン需要は伸びております。

　このような経済環境のなかにあって、当社グループは、営業努力とコスト削減を一層進め、収益拡大を図ってまいりまし

た。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の実績につきましては、売上高9,588百万円（前年同四半期比14.5％減）、営業利益

223百万円（前年同四半期比5.2％減）、経常利益222百万円（前年同四半期比31.7％増）、四半期純利益151百万円（前年

同四半期比103.9％増）となりました。

　事業別セグメントの状況は、次のとおりであります。 

　①　建設資材事業

　国内の建設資材事業では、民間工事の減少は続いておりますが、長野県東北信地区の道路工事が増加し減収増益となりま

した。また、中国市場においては、生コン需要は伸びていますが、競争激化で減収減益となりました。この結果、当第２四半

期連結会計期間の売上高は2,340百万円（前年同四半期比16.3％減）、営業利益107百万円（前年同四半期比4.4％減）と

なりました。

　②　電設資材事業

　電設資材事業では、住宅市場の冷え込み、企業の設備投資の抑制が続いており減収減益となりました。この結果、当第２四

半期連結会計期間の売上高は4,389百万円（前年同四半期比22.4％減）、営業利益53百万円（前年同四半期比3.1％減）と

なりました。

　③　石油・オート事業

　石油部門では、原油価格の下落による小売価格の値下げで減収となり、販売強化とコスト削減に努めましたが、価格競争

により減益となりました。オート部門は、整備については、営業強化と原価の改善によりほぼ前期並となりましたが、車輌

販売が、景気悪化の影響を受け中古車需要が低迷し減収となり、減収減益となりました。この結果、当第２四半期連結会計

期間の売上高は1,574百万円（前年同四半期比4.3％減）、営業利益は20百万円（前年同四半期比63.0％減）となりまし

た。

　④　請負工事事業

　請負工事事業では、リニューアル部門の営業エリアの拡大により増収増益となりました。この結果、当第２四半期連結会

計期間の売上高は420百万円（前年同四半期比74.3％増）、営業利益は８百万円（前年同四半期は７百万円の営業損失）

となりました。

　⑤　不動産事業

　不動産事業では、売買物件の取扱いが増加し増収となったものの、賃貸物件の仲介手数料の減少により、減益となりまし

た。この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は104百万円（前年同四半期比15.4％増）、営業利益は21百万円（前年

同四半期比9.4％減）となりました。

　⑥　その他事業

　農産物部門では、高原野菜の価格低迷により減収となったものの、きのこ加工の販売増加と果実販売の原価削減により増

益となりました。運送部門では、依然として厳しい環境が続いておりますが、更なるコスト削減に努めたことにより減収増

益となりました。農業用機械製造販売部門では、液体菌接種装置の販売の増加が売上に寄与し、コスト削減も進め増収増益

となりました。この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は758百万円（前年同四半期比2.9％減）、営業利益27百万円

（前年同四半期比426.8％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて1,099百万円増加し、24,529百万円となりま

した。これは主に流動資産のその他が302百万円、有形固定資産が112百万円減少し、現金及び預金が789百万円、受取手形及

び売掛金が704百万円増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,108百万円増加し、19,205百万円となりました。これは主に流動負債の引当金が

121百万円減少し、支払手形及び買掛金が1,137百万円増加したことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて９百万円減少し、5,323百万円となりました。これは主に利益剰余金が108百万

円増加しましたが、自己株式が18百万円増加し、為替換算調整勘定が82百万円、少数株主持分が14百万円減少したことによ

るものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末に比

べて182百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には1,671百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は326百万円（前年同四半期は84百万円の使用）とな

りました。これは主に売上債権の増加590百万円に対し、税金等調整前四半期純利益214百万円、仕入債務の増加522百万円

及び前受金の増加222百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は54百万円（前年同四半期は122百万円の使用）とな

りました。これは主に出資金の回収による収入125百万円、有形固定資産の売却による収入98百万円に対し、有形固定資産

の取得による支出228百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において、財務活動の結果使用した資金は90百万円（前年同四半期は141百万円の獲得）とな

りました。これは主に短期借入金の減少額136百万円、長期借入れによる収入390百万円、長期借入金の返済による支出279

百万円によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行

規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　①　基本方針の内容

当社グループは、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する

ものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは

株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホル

ダーとの良好な関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を

損なう虞のあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決

定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の

皆様から経営を負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との

交渉などを行う必要があると考えております。

　②　具体的な取組み

イ　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は昭和26年に地元特産物の商いを目的に起業し、以来50数年に亘って貨物運送・土木工事業、生コン製造販売事業、

石油製品小売事業、車両販売修理事業、コンクリート二次製品製造販売事業等の事業拡大・多角化を進めてまいりました。

近年では新たな事業領域の開拓を図り、産業廃棄物中間処理事業、ミネラルウォーター製造販売事業、飲食事業にもシフト

を広げ、更なる業績の向上に向けて事業展開を図っています。また、関連子会社では、電設資材販売事業（昭和電機産業株

式会社）、生コン製造販売事業（中国山東省で烟台高見澤混凝土有限公司等合弁３社５工場）、農業機械製造販売事業

（オギワラ精機株式会社）、住宅リフォーム事業（株式会社アグリトライ）等を展開しており、業容の拡大を図っており

ます。

　当社グループの企業価値の源泉は、地域密着型企業として地域の皆様に約半世紀に亘りお届けしている多種多様な製品

とサービスにより築き上げられたブランド力と信頼関係にあると考えております。近年、環境保全への関心が高まってい

るなか、当社グループにおいても自然環境の保護、循環型社会への実現を目指し、環境に配慮し循環資源を利用したリサイ

クル製品の開発を行ってまいりました。廃棄物のリサイクル化では、県産間伐材の有効利用の観点から、従来の三面コンク

リート張りの水路に替えて生態系の保護・環境の保全に効果のある「ウッドフリューム（木柵水路）」を開発し提供し

てまいりました。また、白と茶色以外の色付ビンは廃棄されていましたが、それに対応すべく廃ガラスビンを粉砕したガラ

スカレットを配合したドライコンクリート製品「ＰＬガッター」「鉄筋Ｌ型」などの製品も販売してまいりました。更に

環境負荷の低減、コンクリートの見えない河創り・物創りがいわれているなか、環境保護の観点から植生ブロック「ネク

ストーン」を開発し地域社会の繁栄と豊かな暮らしの実現に貢献しております。

　また、健康ニーズが高まるなか、信州長野という自然豊かな地の利を生かした地下水を有効利用した、ミネラルウォー

ター「クリスタルクララ」の製造販売により、地域の皆様に安全でおいしい水の供給を通し、地域貢献を果たしておりま

す。

　環境問題が日本だけでなく地球規模で議論されているなか、当社は上記の通り約半世紀に亘り蓄積された当社の開発技

術力をノウハウとし、多種多様な基礎技術や製品を融合することにより、環境配慮型のオリジナル製品の開発をするなど

して当社のブランド力及びステークホルダーとの信頼関係を構築してまいりました。今後も当社のブランド力を生かし、

さらに経済的で高機能な製品の開発に取組んでまいります。
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　そして当社の将来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新しい事業の開発を今後も模索し、事業化することで地域社

会の皆様に貢献してまいります。

　このように、時代のニーズをいち早くキャッチし、それに応え得るべく技術開発を進め、事業化することにより顧客と当

社グループには企業価値の源泉である厚い信頼関係が生まれてくるものと確信しております。

　当社グループはこのような当社グループの企業価値の源泉を今後も継続さらに発展させ、地域社会における社会的責任

を高めることが、当社グループの企業価値、株主共同の利益の確保、向上につながるものと考えております。

当社の中長期経営計画では基本方針として、「顧客、社員、株主、地域社会」への貢献を企業経営の最重要項目と捉え、存

在価値のあり続ける企業を目指し経営に当たることとしております。

　そして高見澤グループの具体的戦略として、

・『高見澤グループ』各社の経営力をより強固にするため、経営意思決定のスピード化を図る。

・「経営基盤の拡充」を最重要課題として、各社はコア事業の育成に取組んでいく。　　

・キャッシュ・フロー重視の経営に徹し、財務体質の強化と改善を図る。　

・営業力の強化を図り、良質な製品の提供を通して、お客さまの信頼に応えるべく、提案営業を行う。

・グループ各社の将来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新しい事業の開発を模索し、その実現を図る。

　（リサイクル事業、環境保全事業、アグリ事業等）

・事業再構築によりスリムで、筋肉質な企業体質への脱却を図る。

・経営体質の見直しと、生産体制の効率化、原価の低減化を徹底させコスト競争に対処する。

を掲げており、地域に密着したきめの細かい事業活動で更なる信頼の醸成を図り「高見澤ブランド」の確立を目指して

まいります。

　この中長期経営計画を着実に実行することで、今後益々変動する地域経済のなかで、常に「人と自然に優しい環境創り」

をモットーにした顧客の利便性・信頼性を追求することになり、株主の皆様などステークホルダーとの良好な関係を維持

発展させ、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の向上に資することができるものと考えております。

ロ　基本方針に照らして不適切な者に当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、平成20年８月18日の取締役会において、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以

下、「本プラン」といいます。）の導入について決議し、発効いたしました。本プランの重要性に鑑み、平成20年９月26日開

催の当社第58回定時株主総会に議案とさせていただき、株主の皆様のご承認をいただきました。

　なお、本プランの詳細については、当社ホームページ（http://www.kk-takamisawa.co.jp/ir/）をご覧下さい。　

　③　具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　前記②イに記載した当社の「中長期経営計画」およびそれに基づく様々な施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を

継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであります。

　また、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであり、当社の基

本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得ていること、その内容として合理的な

客観的発動要件が設定されていること、業務執行を担当する取締役を監督する立場にある社外取締役、社外監査役または

弁護士・大学教授等の社外有識者から構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員

会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされ

ていること、有効期間を約３年間に限定している上、取締役会により、何時でも廃止できるとされていることなどにより、

その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、８百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画　

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了

したものは、次のとおりであります。

　新設　

　昭和電機産業株式会社（国内子会社）において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました松本支店事務

所は、平成21年11月に完成し、営業を開始しております。

　この完成は事務所移転によるもので、生産能力に影響はありません。

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,915,000

計 18,915,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,792,000 8,792,000
ジャスダック証券

取引所

単元株式数は

1,000株であります

計 8,792,000 8,792,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21月10月１日～

平成21年12月31日
－ 8,792,000 － 1,264 － －
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（５）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 髙見澤　秀茂         長野県中野市 1,025 11.67

 髙見澤　昭二  長野県中野市 667 7.59

 髙見澤　豊子  長野県中野市 594 6.76

 髙見澤　信義  長野県長野市 490 5.58

 高見澤　吉晴  長野県中野市 484 5.51

 株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）　

 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８

 （東京都港区浜松町２丁目11－３）　
431 4.90

 髙見澤　雅人  長野県長野市 305 3.47

 髙見澤　達郎  長野県長野市 193 2.20

 湯本　良知  長野県中野市 183 2.08

 髙見澤　光雄  長野県上高井郡小布施町 177 2.02

計 － 4,552 51.78

　 

（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

 

166,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,546,000 8,546 －

単元未満株式 普通株式 80,000 － －

発行済株式総数  8,792,000 － －

総株主の議決権 　　　　　　 － 8,546 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式240株及び証券保管振替機構名義の株式300

株が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社高見澤
長野県長野市大字鶴賀字

苗間平1605番地14
166,000 － 166,000 1.89

計 － 166,000 － 166,000 1.89

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 198 222 196 199 197 186

最低（円） 186 184 188 185 169 177

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、ながの公認会

計士共同事務所、公認会計士宮坂直慶氏、公認会計士清水治良氏による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,101 1,311

受取手形及び売掛金 ※3
 7,598 6,894

商品及び製品 1,273 1,223

仕掛品 257 159

原材料及び貯蔵品 178 157

その他 707 1,009

貸倒引当金 △91 △76

流動資産合計 12,024 10,678

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,454 7,363

減価償却累計額 △4,770 △4,715

建物及び構築物（純額） 2,684 2,647

機械装置及び運搬具 4,363 4,522

減価償却累計額 △3,506 △3,632

機械装置及び運搬具（純額） 856 889

土地 6,122 6,195

その他 2,247 2,250

減価償却累計額 △1,506 △1,465

その他（純額） 741 784

有形固定資産合計 10,405 10,517

無形固定資産 213 219

投資その他の資産

その他 2,702 2,808

貸倒引当金 △816 △794

投資その他の資産合計 1,885 2,013

固定資産合計 12,504 12,751

資産合計 24,529 23,429
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 4,709 3,571

短期借入金 6,968 7,089

未払法人税等 31 34

引当金 39 160

その他 ※3
 1,151 896

流動負債合計 12,900 11,753

固定負債

社債 50 50

長期借入金 4,021 3,974

退職給付引当金 1,234 1,261

役員退職慰労引当金 141 154

その他 858 902

固定負債合計 6,305 6,342

負債合計 19,205 18,096

純資産の部

株主資本

資本金 1,264 1,264

利益剰余金 3,714 3,606

自己株式 △31 △13

株主資本合計 4,947 4,857

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16 19

土地再評価差額金 △51 △52

為替換算調整勘定 13 96

評価・換算差額等合計 △21 63

少数株主持分 397 411

純資産合計 5,323 5,332

負債純資産合計 24,529 23,429
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 20,848 18,488

売上原価 17,894 15,707

売上総利益 2,954 2,780

販売費及び一般管理費 ※
 2,666

※
 2,497

営業利益 287 282

営業外収益

受取利息 3 2

負ののれん償却額 14 －

持分法による投資利益 － 9

仕入割引 57 46

不動産賃貸収入 25 25

その他 27 28

営業外収益合計 128 112

営業外費用

支払利息 151 127

持分法による投資損失 0 －

為替差損 47 13

その他 19 14

営業外費用合計 218 155

経常利益 197 240

特別利益

固定資産売却益 9 14

貸倒引当金戻入額 6 －

その他 0 0

特別利益合計 15 14

特別損失

固定資産売却損 － 12

投資有価証券評価損 47 10

役員退職慰労金 － 11

その他 2 2

特別損失合計 49 36

税金等調整前四半期純利益 164 217

法人税、住民税及び事業税 49 28

法人税等調整額 26 44

法人税等合計 75 72

少数株主利益 17 14

四半期純利益 71 130
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 11,207 9,588

売上原価 9,574 8,089

売上総利益 1,632 1,498

販売費及び一般管理費 ※
 1,397

※
 1,275

営業利益 235 223

営業外収益

受取利息 2 1

負ののれん償却額 7 －

持分法による投資利益 3 6

仕入割引 34 26

不動産賃貸収入 12 13

その他 12 23

営業外収益合計 72 70

営業外費用

支払利息 77 64

為替差損 49 －

その他 13 7

営業外費用合計 139 71

経常利益 168 222

特別利益

固定資産売却益 8 11

その他 0 0

特別利益合計 9 11

特別損失

固定資産売却損 － 12

投資有価証券評価損 24 4

その他 0 2

特別損失合計 24 18

税金等調整前四半期純利益 152 214

法人税、住民税及び事業税 26 11

法人税等調整額 43 47

法人税等合計 69 58

少数株主利益 9 4

四半期純利益 74 151
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 164 217

減価償却費 300 289

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 51

その他の引当金の増減額（△は減少） △19 △121

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △27

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △12

負ののれん償却額 △14 －

受取利息及び受取配当金 △5 △4

支払利息 151 127

固定資産売却損益（△は益） △9 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 47 10

為替差損益（△は益） 46 13

売上債権の増減額（△は増加） △1,303 △758

たな卸資産の増減額（△は増加） 98 △171

未収入金の増減額（△は増加） － 245

仕入債務の増減額（△は減少） 1,140 1,161

前受金の増減額（△は減少） － 203

その他 △188 6

小計 433 1,230

利息及び配当金の受取額 4 10

利息の支払額 △133 △112

法人税等の支払額 △36 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 269 1,095

投資活動によるキャッシュ・フロー

出資金の払込による支出 △125 －

出資金の回収による収入 － 125

有形固定資産の取得による支出 △255 △327

有形固定資産の売却による収入 12 107

無形固定資産の取得による支出 △5 △10

貸付けによる支出 △5 △3

貸付金の回収による収入 19 6

定期預金の預入による支出 △30 △62

定期預金の払戻による収入 44 68

その他 6 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △338 △96
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 513 △179

長期借入れによる収入 600 790

長期借入金の返済による支出 △734 △685

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △108 △89

自己株式の取得による支出 － △18

配当金の支払額 △21 △21

その他 △5 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 243 △203

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 174 795

現金及び現金同等物の期首残高 1,156 876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,331

※
 1,671
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

１　会計処理基準に関する事項の変更

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　　　請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期

間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。これによる損益の影響はありません。

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収入金の増減額（△は増加）」（前第２四半期連結累計期間△246百万円）「前受金の増減額（△は減少）」

（前第２四半期連結累計期間△37百万円）は、重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記してお

ります。

前第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「自己株式の取得による支出」（前第２四半期連結累計期間△４百万円）は、重要性が増したため、当第２四半期連

結累計期間より区分掲記しております。　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

前第２四半期連結会計期間に区分掲記していた「為替差損」は、当第２四半期連結会計期間において「為替差益」

（当第２四半期連結会計期間４百万円）となり、営業外収益の総額の100分の20以下であるため、営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

おります。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　また、前連結会計年度末以降に経営環境等や一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会

計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを

利用する方法により算出しております。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

　１　偶発債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行っております。

　１　偶発債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行っております。

㈲エコ・プラニング 140百万円

信州生コン㈱ 30百万円

計 170百万円

㈲エコ・プラニング 143百万円

信州生コン㈱ 30百万円

計 173百万円

（注）信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証で

あります。

（注）信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証で

あります。

　２　手形割引高及び裏書譲渡高 　２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 26百万円

受取手形裏書譲渡高 1,808百万円

受取手形裏書譲渡高 1,279百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 　　

 

──────────

受取手形 87百万円

支払手形 435百万円

設備関係支払手形 5百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

※　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 90百万円

給与手当 1,120百万円

賞与引当金繰入額 44百万円

退職給付費用 90百万円

減価償却費 148百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

給与及び賞与 1,063百万円

賞与引当金繰入額 32百万円

退職給付費用 88百万円

貸倒引当金繰入額 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※　このうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 44百万円

給与手当 546百万円

賞与引当金繰入額    44百万円

退職給付費用 52百万円

減価償却費 74百万円

貸倒引当金繰入額 35百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

給与及び賞与 497百万円

賞与引当金繰入額    32百万円

退職給付費用 54百万円

貸倒引当金繰入額 30百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,729百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △398百万円

現金及び現金同等物 1,331百万円

現金及び預金 2,101百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △430百万円

現金及び現金同等物 1,671百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平

成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

　
　

普通株式（株） 8,792,000 　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

　
　

普通株式（株） 166,240 　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月28日

定時株主総会
普通株式 21 2.50平成21年６月30日平成21年９月29日利益剰余金

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社高見澤(E01208)

四半期報告書

23/30



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設資材
事業
(百万円)

電設資材
事業
(百万円)

石油・
オート事
業
(百万円)

請負工事
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高
2,7945,6551,644 241 90 78011,207 － 11,207

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
15 3 87 27 13 92 239 (239) －

計 2,8095,6581,732 269 104 87311,447(239) 11,207

営業利益又は営業損失(△) 111 55 55 △7 23 5 244 (8) 235

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設資材
事業
(百万円)

電設資材
事業
(百万円)

石油・
オート事
業
(百万円)

請負工事
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高            

(1）外部顧客に対する売上

高
2,3404,3891,574 420 104 758 9,588 － 9,588

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
21 4 73 18 7 74 198 (198) －

計 2,3614,3931,648 438 111 833 9,787(198) 9,588

営業利益 107 53 20 8 21 27 238 (15) 223
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

 
建設資材
事業
(百万円)

電設資材
事業
(百万円)

石油・
オート事
業
(百万円)

請負工事
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高
4,85210,2133,290 679 249 1,56320,848 － 20,848

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
23 9 179 35 15 148 412 (412)  －

計 4,87610,2223,470 715 264 1,71221,261(412) 20,848

営業利益 135 80 39 0 55 9 322 (34) 287

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設資材
事業
(百万円)

電設資材
事業
(百万円)

石油・
オート事
業
(百万円)

請負工事
事業
(百万円)

不動産事
業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高             

(1）外部顧客に対する売上

高
4,6118,2432,8511,096 203 1,48118,488 － 18,488

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
29 9 132 21 14 141 348 (348)  －

計 4,6418,2532,9831,117 217 1,62218,837(348) 18,488

営業利益 167 26 22 25 28 38 309 (26) 282

　（注）１　事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・オー

ト事業、請負工事事業、不動産事業、その他事業に区分しております。

２　各事業区分に属する主要内容

事業区分 主要内容

建設資材事業
コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他建設

資材の販売

電設資材事業 電設資材、産業機器、空調システム等の販売

石油・オート事業 石油製品の販売、自動車の販売・整備

請負工事事業 土木建築の請負、建築工事

不動産事業 不動産売買・媒介及び管理

その他事業

貨物自動車運送、一般廃棄物・産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、青果

物の販売、肥料の販売、食品加工品の製造販売、コーンコブの輸入販売、損害保険

代理業務、ゴルフ練習場の経営、ミネラルウォーターの製造販売、農業用機械の

製造販売
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　有価証券が当社グループの事業の運営に重要となっていないため、記載を省略いたします。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はあり

ません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

571.12円 563.88円

２　１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 8.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   － 

１株当たり四半期純利益金額 14.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   － 

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 71 130

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 71 130

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,739 8,718

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 8.50円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   － 

１株当たり四半期純利益金額 17.37円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   － 

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 74 151

普通株主に帰属しない金額（百万円）     －     －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 74 151

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,730 8,710

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

株式会社高見澤

取締役会　御中

ながの公認会計士共同事務所

   公認会計士 宮坂　直慶　　印

   公認会計士 清水　治良　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見澤の平成20

年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31

日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社高見澤

取締役会　御中

ながの公認会計士共同事務所

   公認会計士 宮坂　直慶　　印

   公認会計士 清水　治良　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見澤の平成21

年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31

日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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